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(57)【要約】
【課題】駆動電圧の低減化及び表示応答速度の高速化が
確実になされ、電力消費量の低減を図ることができる液
晶材料組成物、当該液晶材料組成物を備えた液晶電気光
学装置、及び多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法を
提供すること。
【解決手段】本発明の液晶材料組成物は、液晶材料に平
均１次粒子径が１００ｎｍ以下の多結晶チタン酸バリウ
ム粒子が分散されている構成を採用しており、駆動電圧
の低減化及び表示応答速度の高速化が可能となり、電力
消費量の低減を図ることができる。また、かかる液晶材
料組成物を備えた液晶電気光学装置は、例えば、各種液
晶ディスプレイとして利用することができ、電気光学部
品として、液晶プロジェクタ（投写型液晶表示装置）の
光学素子や、光通信における光変調電気光学部品として
も利用することができる。
【選択図】図１２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有機保護剤で保護されたバリウム化合物とチタン化合物を撹拌混合して液相合成した後
、焼成処理して結晶化することを特徴とする多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法。
【請求項２】
　前記有機保護剤と前記バリウム化合物のモル量の比（有機保護剤のモル量／バリウム化
合物のモル量＝Ｒ）が、Ｒ＝０．５～２．０であることを特徴とする請求項１に記載の多
結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法。
【請求項３】
　前記有機保護剤が環状アミド構造を持つビニル系ポリマーであることを特徴とする請求
項１または請求項２に記載の多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶材料組成物、当該液晶材料組成物を備えた液晶電気光学装置、及び多結
晶チタン酸バリウム粒子の製造方法に関する。さらに詳しくは、電力消費量の低減を図る
ことができる液晶材料組成物、当該液晶材料組成物を備えた液晶電気光学装置、及び多結
晶チタン酸バリウム粒子の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶パネルとも呼ばれる液晶電気光学装置は、いわゆるブラウン管（ＣＲＴ／Ｃａｔｈ
ｏｄｅ　Ｒａｙ　Ｔｕｂｅ）と比較して軽量かつコンパクトな画像表示装置として、コン
ピュータ、電卓、時計等幅といった幅広い分野で使用されている。かかる液晶パネルは、
液晶材料の外場（電場、熱等）の印加に対する液晶分子の配向状態の変化や相転移によっ
て、液晶材料の光学的性質（干渉、散乱、回折、旋光、吸収等）が変化することを動作原
理としているものである。
【０００３】
　液晶パネルの構成や駆動手段は、一般に、少なくとも一方が透光性を有し、間隔が所定
距離に保たれた２枚の基板の間に液晶材料を挟み、かかる２枚の基板の両方又はいずれか
一方に形成された電極により液晶材料に電界を印加して液晶分子の配向状態を基板面内の
画素毎に制御し、液晶パネルを透過する光量を制御することで画像表示を行うものである
。また、液晶電気光学装置には、このような、液晶セルの外側に偏光板が配設され、その
偏光板を通過した光（偏光）を利用して画像表示を行う偏光利用型と、偏光板を直接の構
成要素とせず、偏光を利用しないで画像表示を行う偏光非利用型とが存在する。
【０００４】
　偏光利用型の液晶パネルで用いられる液晶表示モードとしては、例えば、電界印加時と
電界非印加時の液晶材料の配向状態の違いによる液晶セルの液晶層の光の旋光性、光の干
渉、光の複屈折率の違いを利用して、または液晶層に添加された二色性色素による光吸収
を利用して、液晶層を通過する偏光の進行方向や波長を変えて画像表示を行うモードが知
られている。液晶パネルで広く用いられている液晶表示モードとしては、ＴＮ（Ｔｗｉｓ
ｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）型やＳＴＮ（Ｓｕｐｅｒ　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）
型というもので、これらはそれぞれ液晶材料の旋光性、複屈折光の干渉といった光学的性
質を利用している。
【０００５】
　また、偏光利用型の液晶パネルで用いられるこれ以外の液晶表示モードとしては、例え
ば、ＥＣＢ（Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅ
ｎｃｅ）、ＶＡＮ（Ｖｅｒｔｉｃａｌｌｙ　Ａｌｉｇｎｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＨＡＮ
（Ｈｙｂｒｉｄ　Ａｌｉｇｎｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ　Ｓｗ
ｉｔｃｈｉｎｇ）、ＢＮ（Ｂｅｎｔ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　
Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｂｅｎｔ）、ＧＨ（Ｇｕｅｓｔ　Ｈｏｓｔ）、ＢＳＮ（Ｂｉｓ
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ｔａｂｌｅ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＥＣ（Ｅｌｅｃｔｒｏｃｌｉｎｉｃ）、ＳＳＦＬＣ（Ｓ
ｕｒｆａｃｅ　Ｓｔａｂｉｌｉｚｅｄ　ＦＬＣ）、ＡＦＬＣ（Ａｎｔｉ　ＦＬＣ）、及び
ＰＳＶ－ＦＬＣ（Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｔａｂｉｌｉｚｅｄ　ＦＬＣ）等の液晶表示モード
が知られている。
【０００６】
　前記したような偏光利用型の液晶パネルで画像を表示させる場合にあっては、数多くの
画素を同時に動作制御するために、種々の方法が提案されている。この中でアクティブマ
トリクス駆動が高画質、高密度の表示が可能な方法として、広く用いられている。これは
、各画素に非線型能動素子（ダイオード、トランジスタ等）を配置して、各画素を電気的
に独立した関係になるようにし、余分な信号の干渉を排除し高画質を実現することを目的
とするものである。また、この方法によれば各画素は電気的スイッチが接続されたコンデ
ンサとして見ることができる。従って、必要に応じてスイッチをオン／オフさせることで
画素に電荷を注入／流出させることができる。さらに、スイッチをオフにすれば画素に電
荷を保持されるためメモリー性を付与することが可能となる。
【０００７】
　偏光利用型の液晶電気光学装置は、偏光非利用型の液晶電気光学装置と比較して、駆動
電圧が低く、高いコントラスト比が実現可能で、さらに表示応答速度が速い等の利点があ
るため、時計や携帯電話等の電池で作動する携帯用電気機器、パーソナルコンピュータ、
電子ペーパ及びテレビ等の画像表示装置に広く用いられている。このように、偏光利用型
の液晶電気光学装置は、電力消費量の低減のために駆動電圧が低電圧であること、及び表
示応答速度が速いことが特徴であるが、これらを実現するためには、液晶セルを構成する
液晶材料について強誘電性を備えた材料を使用する場合が多く、液晶材料として強誘電性
粒子を分散させた材料や、このような材料を用いた液晶セルないしは液晶電気光学装置が
提供されている（例えば、特許文献１～特許文献６を参照。）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開昭６３－９６６２９号公報
【特許文献２】特開昭６３－２２８１２５号公報
【特許文献３】特開２００５－３５２４１５号公報
【特許文献４】特表２００５－５１５４９５号公報
【特許文献５】特開２００６－１５４７７８号公報
【特許文献６】特開２００６－３０９０８２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、前記した従来の液晶材料等は、強誘電性粒子を分散させているものの期
待通りに駆動電圧が低くならなかったり、また、応答速度が速くならない場合もあるため
、改善が望まれていた。
【００１０】
　本発明は、前記の課題に鑑みてなされたものであり、駆動電圧の低減化及び表示応答速
度の高速化が確実になされ、電力消費量の低減を図ることができる液晶材料組成物、当該
液晶材料組成物を備えた液晶電気光学装置、及び多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法
を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　前記の課題を解決するために、本発明の請求項１に係る液晶材料組成物は、平均１次粒
子径が１００ｎｍ以下の多結晶チタン酸バリウム粒子が、液晶材料中に分散されているこ
とを特徴とする。
【００１２】
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　本発明の請求項２に係る液晶材料組成物は、前記した請求項１において、前記多結晶チ
タン酸バリウム粒子の含有量が、前記液晶材料１００質量部に対して０．００１～１．０
質量部であることを特徴とする。
【００１３】
　本発明の請求項３に係る液晶材料組成物は、前記した請求項１または請求項２において
、前記多結晶チタン酸バリウム粒子が、有機保護剤で保護されていることを特徴とする。
【００１４】
　本発明の請求項４に係る多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法は、有機保護剤で保護
されたバリウム化合物とチタン化合物を撹拌混合して液相合成した後、焼成処理して結晶
化することを特徴とする。
【００１５】
　本発明の請求項５に係る多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法は、前記した請求項４
において、前記有機保護剤と前記バリウム化合物のモル量の比（有機保護剤のモル量／バ
リウム化合物のモル量＝Ｒ）が、Ｒ＝０．５～２．０であることを特徴とする。
【００１６】
　本発明の請求項６に係る多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法は、前記した請求項４
または請求項５において、前記有機保護剤が環状アミド構造を持つビニル系ポリマーであ
ることを特徴とする。
【００１７】
　本発明の請求項７に係る液晶電気光学装置は、偏光を利用する液晶表示モードにより画
像表示を行う液晶電気光学装置であって、液晶層を有する液晶セルと、前記液晶セルの外
側の少なくとも一方に配設される偏光板を備え、前記液晶セルの前記液晶層が、前記請求
項１ないし請求項３に記載の液晶材料組成物からなることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明の請求項１に係る液晶材料組成物は、液晶材料に平均１次粒子径が１００ｎｍ以
下の多結晶チタン酸バリウム粒子が分散されている構成を採用し、分散される強誘電性粒
子である多結晶チタン酸バリウム粒子の平均１次粒子径が１００ｎｍ以下であるため、液
晶の配向を乱すことなく液晶材料に分散され、増大された速度及び電界に対する感受性が
良好となる。また、多結晶体のチタン酸バリウム粒子を使用することにより、単結晶体の
チタン酸バリウム粒子より優れた駆動電圧の低減化及び表示応答速度の高速化が確実に実
現され、電力消費量の低減を図ることができる。
【００１９】
　本発明の請求項２に係る液晶材料組成物は、液晶材料中に分散される多結晶チタン酸バ
リウム粒子の含有量を特定範囲としているので、液晶材料中に多結晶チタン酸バリウム粒
子が適量となり、まんべんなく均一に分散され、前記した本発明の効果を効率よく奏する
ことができる。
【００２０】
　本発明の請求項３に係る液晶材料組成物は、液晶材料中に分散される多結晶チタン酸バ
リウム粒子が有機保護剤で保護されているので、粒子をより細かなものとすることができ
る一方、組成物中での分散性も向上させることができる。
【００２１】
　本発明の請求項４に係る多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法は、有機保護剤で保護
されたバリウム化合物とチタン化合物を撹拌混合して液相合成して、乾燥して得られた乾
燥粉体を焼成処理して結晶化するので、一般的な固相反応法を採用した場合と比較して低
温で焼成・焼結させることができるとともに、有機保護剤を用いることにより、平均１次
粒子径が１００ｎｍ以下の多結晶チタン酸バリウム粒子を簡便に得ることができる。
【００２２】
　本発明の請求項５に係る多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法は、有機保護剤とバリ
ウム化合物のモル量の比が特定範囲であるので、有機保護剤とバリウム化合物の量が適度
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であり、バリウム化合物ないしは生成物である多結晶チタン酸バリウムを有機保護剤で確
実に保護することができ、析出した多結晶チタン酸バリウム粒子の分散性等も良好となり
、得られる多結晶チタン酸バリウム粒子の平均粒径を小さく、粒度分布も狭くすることが
できる。また、副生物の生成を抑えることもできる。
【００２３】
　本発明の請求項６に係る多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法は、有機保護剤として
環状アミド構造を持つビニル系ポリマーを採用するので、比較的弱い吸着力により、バリ
ウム化合物を被覆保護することにより、当該バリウム化合物を安定化させ、反応系内で容
易に分散させることができる。
【００２４】
　本発明の請求項７に係る液晶電気光学装置は、偏光を利用する液晶表示モードにより画
像表示を行ういわゆる偏光利用型の液晶電気光学装置にあって、液晶セルの液晶層が、平
均１次粒子径が１００ｎｍ以下の多結晶チタン酸バリウム粒子が分散されている本発明の
液晶材料組成物を備えているので、駆動電圧の低減化及び表示応答速度の高速化が可能と
なり、電力消費量の低減を図ることができる偏光利用型の液晶電気光学装置となる。また
、かかる本発明の液晶電気光学装置は、例えば、時計や携帯電話等の電池で作動する携帯
用電気機器用の小型液晶ディスプレイ、パーソナルコンピュータ、電子ペーパ及び大型テ
レビ用の液晶ディスプレイ等の直視型液晶表示装置として利用することができる。そして
、電気光学部品としても、液晶プロジェクタ（投写型液晶表示装置）の光学素子、光通信
における光変調電気光学部品としても利用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明の液晶電気光学装置の一態様を示した断面図である。
【図２】本発明の液晶電気光学装置の他の態様を示した断面図である。
【図３】本発明の液晶電気光学装置のもう一つの態様を示した断面図である。
【図４】参考例１で得られたチタン酸バリウム粒子のＸ線回折スペクトルを示した図であ
る。
【図５】参考例２で得られたチタン酸バリウム粒子のＸ線回折スペクトルを示した図であ
る。
【図６】参考例３で得られたチタン酸バリウム粒子のＸ線回折スペクトルを示した図であ
る。
【図７】参考例４で得られたチタン酸バリウム粒子のＸ線回折スペクトルを示した図であ
る。
【図８】参考例５で得られたチタン酸バリウム粒子のＸ線回折スペクトルを示した図であ
る。
【図９】参考例６で得られたチタン酸バリウム粒子のＸ線回折スペクトルを示した図であ
る。
【図１０】参考例１で得られたチタン酸バリウム粒子の９００℃焼成におけるＦＥ－ＳＥ
Ｍ観察結果を示した図である。
【図１１】参考例２で得られたチタン酸バリウム粒子の９００℃焼成におけるＦＥ－ＳＥ
Ｍ観察結果を示した図である。
【図１２】参考例５で得られたチタン酸バリウム粒子の９００℃焼成におけるＦＥ－ＳＥ
Ｍ観察結果を示した図である。
【図１３】参考例６で得られたチタン酸バリウム粒子の９００℃焼成におけるＦＥ－ＳＥ
Ｍ観察結果を示した図である。
【図１４】試験例１における実施例１のＶ－Ｔ曲線を示した図である。
【図１５】試験例１における比較例１のＶ－Ｔ曲線を示した図である。
【図１６】試験例１における実施例１の応答速度を示した図である。
【図１７】試験例１における比較例１の応答速度を示した図である。
【発明を実施するための形態】
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【００２６】
　本発明の液晶材料組成物は、有機保護剤で保護された、平均１次粒子径が１００ｎｍ以
下の多結晶チタン酸バリウム粒子が、液晶材料中に分散されていることによりなる。
【００２７】
（Ｉ）多結晶チタン酸バリウム粒子：
　液晶材料組成物を構成する多結晶チタン酸バリウム粒子は、チタン原子（Ｔｉ）を中心
とし、八面体の各頂点に酸素原子（Ｏ）を配した骨格の隙間部分にバリウム原子（Ｂａ）
が入り込んだ結晶構造、いわゆるペロブスカイト構造を持っている人工鉱物である。チタ
ン酸バリウムは、代表的な強誘電性化合物で、その強誘電性に基づく極めて高い比誘電率
や圧電定数を持つことから、例えば、積層セラミックコンデンサ等の誘電体材料として広
く使用されている。
【００２８】
　強誘電性粒子となる多結晶チタン酸バリウム粒子は、液晶材料組成物に分散されること
により、電気・光学特性を向上させる。また、多結晶チタン酸バリウム粒子は、液晶電気
光学装置の液晶層を構成する液晶材料に分散させることにより、電界の印加によって分極
し、液晶層全体の誘電率やその異方性を変化させ、かかる変化が液晶電気光学装置の駆動
電圧の低減や高速応答をもたらすことができる。一方、強誘電性粒子は、一般に、ヒトの
肉眼での視覚限界よりも小さく、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ：Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔ
ａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ）の外観に害を及ぼすことなく、増大された速度及び電界に対する
感受性が要求される。よって、多結晶チタン酸バリウム粒子は、液晶の配向を乱すことな
く液晶材料に分散されるように、十分に小さい粒径でなければならず、本発明にあっては
、平均１次粒子径は約１００ｎｍ以下とされ、５～５０ｎｍであることが好ましく、２０
～５０ｎｍであることが特に好ましい。なお、本発明において、「平均１次粒子径」とは
、フィールドエミッション型走査型電子顕微鏡（ＦＥ－ＳＥＭ）等を用いて得られた写真
から１００個を取り出し、平均することで求めた値とすればよい。
【００２９】
　ここで、本発明の液晶材料組成物に適用される多結晶チタン酸バリウムのような多結晶
体（ＰｏｌｙＣｒｉｓｔａｌｉｎｅ）とは、結晶のどの位置であっても結晶軸の方向が変
わらない単結晶（Ｓｉｎｇｌｅ　Ｃｒｉｓｔａｌ、ｍｏｎｏｃｒｉｓｔａｌ）の集合体で
ある。このように、多結晶体は、複数の単結晶体から構成されるので、隣接する単結晶体
との間に結晶粒界と呼ばれる界面が存在する。本発明にあっては、多結晶体のチタン酸バ
リウム粒子を用いることにより、単結晶体の粒子と比較して、液晶材料として用いた場合
に駆動電圧の低減化及び表示応答速度の高速化が可能となる。なお、一般に、単結晶体は
作製することが非常に困難であり、また、機械的な粉砕処理が不可欠であるために、不純
物等の混入も避けることが困難である。一方、後記するような液相合成法で作製した多結
晶チタン酸バリウムは安価であり、不純物の混入も避けることが容易である。
【００３０】
　本発明の液晶材料組成物に適用される、平均１次粒子径が１００ｎｍ以下の多結晶チタ
ン酸バリウム粒子を簡便に得るためには、有機保護剤で保護されたバリウム化合物とチタ
ン化合物を撹拌混合して液相合成した後、焼成処理して結晶化する方法を用いればよい。
かかる方法を採用すれば、有機保護剤を用いることにより、平均１次粒子径が１００ｎｍ
以下の多結晶チタン酸バリウム粒子を簡便に得ることができるとともに、一般的な固相反
応法を採用した場合と比較して低温で焼成・焼結させることができる。なお、多結晶チタ
ン酸バリウム粒子が有機保護剤で保護された場合、粒子をより細かなものとすることがで
きる一方、液晶材料組成物中での分散性も向上させることができる。
【００３１】
　かかる多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法において、バリウム源となるバリウム化
合物としては、例えば、炭酸バリウム、バリウムアルコキシド、酢酸バリウム、水酸化バ
リウム、塩化バリウム、硫酸バリウム、硝酸バリウム等が挙げられる。また、チタン源と
なるチタン化合物としては、例えば、二酸化チタン、水酸化チタン、チタンアルコキシド
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、塩化チタン、硫酸チタン等が挙げられる。使用されるバリウム化合物とチタン化合物は
、そのモル比を、バリウム化合物／チタン化合物＝０．９５／１～１．１０／１程度とし
ておけばよく、両者を等モルで使用することが好ましい。
【００３２】
　液相合成を実施するに際しては、バリウム化合物は、有機保護剤で保護することにより
、水溶液中でバリウム（Ｂａ）イオンの表面が皮覆されるため、分散状態を保持したまま
加水分解速度を抑制しつつ、チタン（Ｔｉ）イオンと酸素（Ｏ）を介した結合を形成する
ことができる。また、バリウム（Ｂａ）イオンの表面を皮覆することにより、長期にわた
り凝集することがなく、生成される多結晶チタン酸バリウム粒子の焼成時の凝集を抑制し
、生成される粒子の粒径を小さくすることが可能となり、平均粒子径が１００ｎｍ以下の
多結晶チタン酸バリウム粒子を得ることができる。一方、有機保護剤が存在しない場合は
、バリウム（Ｂａ）イオンが選択的に加水分解してしまい、水酸化物として凝集し、一部
は炭酸バリウムとなり、粒子が大きいままチタン（Ｔｉ）と固相反応を起こすため、平均
粒子径が１００ｎｍ以下の多結晶チタン酸バリウム粒子を得ることができない場合がある
。使用可能な有機保護剤としては、例えば、ポリビニルピロリドン（Ｐｏｌｙｖｉｎｙｌ
ｐｙｒｒｏｌｉｄｏｎｅ：ＰＶＰ）（Ｃ６Ｈ９ＮＯ）ｎ等の環状アミド構造を有するビニ
ル系ポリマー、ポリビニルアルコール（Ｐｏｌｙｖｉｎｙｌ　Ａｌｃｏｈｏｌ：ＰＶＡ）
（ＣＨ２ＣＨ（ＯＨ））ｎ、ポリアクリル酸、シクロデキストリン、メチルセルロース等
を使用することができる。環状アミド構造を有するビニルポリマーを使用すれば、当該環
状アミド構造を有するビニルポリマーは窒素（Ｎ）元素に不対電子を有しており、２価の
陽イオンであるバリウム（Ｂａ）イオンを配位させやすいために、バリウムの加水分解速
度を制御できるため好ましい。
【００３３】
　多結晶チタン酸バリウム粒子を合成する際に使用される有機保護剤の分子量（重量平均
分子量：ＭＷ）は、生成される多結晶チタン酸バリウム粒子の平均粒径（平均１次粒子径
）及び粒度分布を制御することができ、有機保護剤の分子量を、１００００～４００００
０とすることが好ましい。有機保護剤の分子量をかかる範囲とすれば、多結晶チタン酸バ
リウム粒子の平均１次粒子径を小さく（例えば、５～５０ｎｍ）、かつ粒度分布を狭くす
ることができるため、５～５０ｎｍ、好ましくは２０～５０ｎｍ程度の小さい平均１次粒
子径の揃った多結晶チタン酸バリウム粒子を得ることができる。有機保護剤の分子量は、
３５０００～３６００００とすることが特に好ましい。
【００３４】
　また、液相合成を実施するに際し、有機保護剤のモル数とバリウム化合物のモル量との
関係として、バリウム化合物と有機保護剤のモル量の比（Ｒ）が、有機保護剤のモル量／
バリウム化合物のモル量＝０．５～２．０とすることが好ましい。Ｒをかかる範囲とすれ
ば、有機保護剤とバリウム化合物の量が適度であり、バリウム化合物ないしは生成物であ
る多結晶チタン酸バリウム粒子を有機保護剤で確実に保護することができ、多結晶チタン
酸バリウム粒子の分散性等も良好となる。また、得られる多結晶チタン酸バリウム粒子の
平均粒径を小さく、粒度分布も狭くすることができる。さらに、副生物である炭酸バリウ
ム（ＢａＣＯ３）等の生成を抑えることができる。これに対して、Ｒが０．５より小さい
と、バリウム化合物の量が多すぎるため、バリウムを有機保護剤で確実に保護することが
できずに、分散性が悪くなる場合があり、一方、Ｒが２．０を超えると、バリウム化合物
の量が少なすぎ、溶液中に含まれるバリウムの濃度が低下してしまい、粘性も高くなる等
といった点で問題となる場合がある。Ｒ（有機保護剤のモル量／バリウム化合物のモル量
）＝０．８～１．６とすることがさらに好ましく、Ｒ＝０．８～１．２とすることが特に
好ましい。
【００３５】
　液相合成を実施してチタン酸バリウムを生成するに際し、バリウム源となるバリウム化
合物、及びチタン源となるチタン化合物は、それぞれ水、アルコール等、バリウム化合物
及びチタン化合物の構造に対応した溶剤等を溶媒として選択してバリウム化合物水溶液と
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チタン化合物水溶液とし、このバリウム化合物水溶液とチタン化合物水溶液を用いて、混
合、撹拌、乾燥等を行い、液相合成を実施すればよい。なお、本発明にあっては、バリウ
ム化合物は、塩酸や酢酸等の酸性触媒を含むメタノール、エタノール、プロパノール、ブ
タノール等の１価のアルコール化合物やエチレングリコール等の多価アルコール化合物等
の溶媒に溶解させてバリウム化合物水溶液に、また、チタン化合物は、メタノール、エタ
ノール、プロパノール、ブタノール等の１価のアルコール化合物等の溶媒に溶解させてチ
タン化合物水溶液にすればよい。なお、有機保護剤は、バリウム化合物水溶液に混合させ
ておくことが好ましいが、後工程でバリウム化合物水溶液とチタン化合物水溶液を添加し
て混合することを考慮すれば、チタン化合物水溶液に添加しておくようにしてもよい。
【００３６】
　バリウム化合物水溶液とチタン化合物水溶液は、混合するに際して、－５０～０℃で冷
却混合することが好ましい。冷却混合を行うことにより、バリウム（Ｂａ）とチタン（Ｔ
ｉ）の加水分解反応を抑制することができる。一方、冷却混合を行わなかった場合には、
バリウム化合物中のバリウム（Ｂａ）が炭酸バリウムとして分離する場合がある。冷却混
合は、１０分～１時間程度行えばよい。
【００３７】
　また、冷却混合を実施する反応系には、水や１価のアルコールを加えることにより、加
水分解反応を抑制させることができる。なお、水や１価のアルコールは、その１種を単独
で使用してもよく、あるいはその２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【００３８】
　バリウム化合物とチタン化合物の縮重合を進行させ、チタン酸バリウムにおけるＢａ－
Ｏ－Ｔｉの結合を確実に形成させるためには、冷却混合後に撹拌処理を施すことが好まし
い。かかる撹拌処理は、まず、室温での撹拌処理（室温撹拌処理）を２０～８０時間程度
行い、その後、４０～８０℃での撹拌処理（加熱撹拌処理）を２０～５０時間程度行うこ
とが好ましい。
【００３９】
　なお、室温撹拌処理により、チタン酸バリウムにおけるＢａ－Ｏ－Ｔｉの結合が徐々に
形成されることになるが、溶媒の飛散を防止すべく、密閉状態で撹拌処理を行うようにし
てもよい。また、加熱撹拌処理にあっては、水溶液中のバリウム化合物とチタン化合物の
縮重合がさらに進行し、溶媒や、加水分解によって生成したアルコールが除去されること
により、チタン酸バリウムのゲル化物が形成される。
【００４０】
　加熱処理後のゲル化物は乾燥処理することにより、粉末状のチタン酸バリウムを得るこ
とができる。ゲル化物における水分等を除去するためには、例えば、１００～１５０℃で
２０～５０時間加熱して乾燥処理すればよい。また、エバポレータ等で溶剤を除去して、
減圧乾燥等の乾燥処理を施すようにしてもよい。
【００４１】
　得られた粉末状のチタン酸バリウムは、焼成処理することにより焼結・結晶化され、多
結晶チタン酸バリウム粒子となる。かかる焼成処理は、本焼成処理のみの一段階の焼成処
理としてもよく、また、その前処理として、本焼成処理と比較して加熱温度が低い仮焼成
処理を実施した後、本焼成処理を実施する多段階の焼成処理としてもよい。仮焼成処理及
び本焼成処理とも、電気炉等の公知の加熱手段により実施することができる。これらの焼
成処理は、空気または酸素ガス雰囲気下で行うことが好ましい。
【００４２】
　焼成処理条件として、仮焼成処理は、加熱温度を３００～５００℃とすることが好まし
く、４００～４５０℃とすることが特に好ましい。また、加熱時間は、５～１５時間とす
ることが好ましく、１０～１５時間とすることが特に好ましい。
【００４３】
　一方、本焼成処理は、加熱温度を６００～１０００℃とすることが好ましく、８００～
９００℃とすることが特に好ましい。また、加熱時間は、２～１０時間とすることが好ま
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しく、４～７時間とすることが特に好ましい。
【００４４】
（II）液晶材料：
　本発明の液晶材料組成物において用いる液晶材料は、誘電率異方性が正であっても負で
あってもよい。液晶材料の例としては、従来公知のネマチック液晶化合物、カイラルネマ
チック液晶化合物、スメクテック液晶化合物、強誘電性液晶化合物、反強誘電性液晶化合
物、ＯＣＢ液晶、及びこれらの液晶化合物を高分子化したもの等を挙げられる。また、液
晶材料は、棒状であっても円盤状であってもよい。
【００４５】
　また、液晶材料に多結晶チタン酸バリウム粒子を分散させる方法としては、多結晶チタ
ン酸バリウム粒子が分散されている粒子分散スラリーと液晶材料を混合した後、粒子分散
スラリーを蒸発除去する方法を利用することができる。なお、液晶材料と粒子分散スラリ
ーとの混合には、攪拌装置や超音波分散装置等の従来公知の混合装置を用いることができ
る。
【００４６】
　多結晶チタン酸バリウム粒子を分散させるために使用される粒子分散スラリーとしては
、例えば、炭素原子数が３～５の１価アルコールを用いることが好ましい。１価アルコー
ルの例としては、プロピルアルコール、イソプロピルアルコール、ブチルアルコール、イ
ソブチルアルコール、ｓｅｃ－ブチルアルコール、ｔｅｒｔ－ブチルアルコール、ペンチ
ルアルコール、イソペンチルアルコールを挙げることができる。また、ｎ－ヘプタン（ｎ
－Ｃ７Ｈ１６）も使用することができる。粒子分散スラリーには、分散剤を添加してもよ
い。分散剤としては、エチレングリコール、プロピレングリコール、グリセロール、チオ
グリセロール等の多価アルコールやオレイン酸等を用いることができる。
【００４７】
　本発明の液晶材料組成物における多結晶チタン酸バリウム粒子の含有量は、液晶材料１
００質量部に対して０．００１～１．０質量部であることが好ましい。多結晶チタン酸バ
リウム粒子の含有量をかかる範囲とすることにより、液晶材料に対する多結晶チタン酸バ
リウムの量が適量となり、無添加時の液晶材料の特性を低下させることなく、多結晶チタ
ン酸バリウム粒子を均一に分散することができる。一方、多結晶チタン酸バリウム粒子の
含有量が０．００１質量部より小さいと、多結晶チタン酸バリウム粒子を添加した効果が
現れない場合があり、また、多結晶チタン酸バリウム粒子の含有量が１．０質量部を超え
ると、液晶材料の粘度が増加し、流動性を失う場合がある。多結晶チタン酸バリウム粒子
の含有量は、液晶材料１００質量部に対して、０．００１～０．５質量部であることがさ
らに好ましく、０．００１～０．１質量％であることが特に好ましい。
【００４８】
（III）液晶電気光学装置：
　図１ないし図３を用いて、本発明の液晶電気光学装置を説明する。本発明の液晶電気光
学装置は、偏光を利用する液晶表示モードにより画像表示を行う、いわゆる偏光利用型の
液晶電気光学装置であって、液晶層を有する液晶セルと、液晶セルの少なくとも一方の外
側に配設される偏光板を備え、液晶セルの液晶層が、前記した本発明の液晶材料組成物か
ら構成される。
【００４９】
　本発明の液晶電気光学装置において、その駆動方式にはスタテッィク駆動方式、単純マ
トリックス駆動方式及びアクティブマトリックス駆動方式等の公知の駆動方式を用いるこ
とができる。また、液晶電気光学装置への電界の印加方式としては、例えば、オーバード
ライブ方式を利用することができる。
【００５０】
　図１は、本発明の液晶電気光学装置１の一態様を示した断面図であり、２枚の偏光板を
備えた液晶電気光学装置の構成を示した図である。図１において液晶電気光学装置１は、
液晶セル１１と当該液晶セル１１の上下両側に配設される２枚の偏光板１２１，１２２と
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からなる。液晶セル１１は、図１の下（図１の※の位置）から順に透明基板１３１、電極
層１４１、配向層１５１、多結晶チタン酸バリウム粒子（図示せず）が分散されている液
晶層１６、配向層１５２、電極層１４２、透明基板１３２からなる。なお、光出射側の透
明基板１３１と偏光板１２１との間には、図示しないカラーフィルターや位相差板を挿入
配設してもよい。かかる図１に示す液晶電気光学装置１において用いられる液晶表示モー
ドは、例えば、前記したＴＮモード、ＳＴＮモード、ＶＡモード、ＶＡＮモード、ＯＣＢ
モード、ＰＳＶ－ＦＬＣモード等が挙げられる。
【００５１】
　図２は、本発明の液晶電気光学装置の他の態様を示した断面図であり、２枚の偏光板を
備えた液晶電気光学装置の構成を示した図である。図２において液晶電気光学装置１は、
液晶セル１１と当該液晶セルの上下両側に配設される偏光板１２１、１２２とからなる。
液晶セル１１は、図２の下（※の位置）から順に透明基板１３１、一対の電極層１４１，
１４２、配向層１５１、多結晶チタン酸バリウム粒子（図示せず）が分散されている液晶
層１６、配向層１５２、透明基板１３２からなる。この液晶電気光学装置１では、透明基
板１２１に対して水平方向の電界を用いて液晶材料の配列状態を変化させることにより画
像表示を行う。このような液晶表示モードは、前記したＩＰＳモードと呼ばれている。
【００５２】
　図３は、本発明の液晶電気光学装置のもう一つの態様を示した断面図であり、１枚の偏
光板を備えた液晶電気光学装置の一例の構成を示した図である。図３において液晶電気光
学装置１は、液晶セル１１と、当該液晶セル１１の上側に配設された偏光板１２とからな
る。液晶セル１１は、図３の下（※の位置）から順に透明基板１３１、電極層１４１、配
向層１５１、多結晶チタン酸バリウム粒子（図示せず）が分散されている液晶層１６、配
向層１５２、電極層１４２、透明基板１３２からなる。なお、この液晶電気光学装置１で
は、液晶層１６に２色性色素（図示せず）が分散されていて、液晶材料とともに２色性色
素の配列を変化させて、液晶セル１１の光の吸収率を変化させることにより画像表示を行
う。この液晶表示モードは、前記したＧＨモードと呼ばれている。
【００５３】
　本発明の液晶電気光学装置は、装置を構成する液晶セルの液晶層が、平均１次粒子径が
１００ｎｍ以下の多結晶チタン酸バリウム粒子が分散されている本発明の液晶材料組成物
を備えているので、駆動電圧の低減化及び表示応答速度の高速化が確実になされ、電力消
費量の低減を図ることができる偏光利用型の液晶電気光学装置となる。かかる本発明の液
晶電気光学装置は、例えば、時計や携帯電話等の電池で作動する携帯用電気機器用の小型
液晶ディスプレイ、パーソナルコンピュータ、電子ペーパ及び大型テレビ用の液晶ディス
プレイ等の直視型液晶表示装置として利用することができる。また、電気光学部品として
、液晶プロジェクタ（投写型液晶表示装置）の光学素子や、光通信における光変調電気光
学部品としても利用することができる。
【００５４】
　なお、以上説明した態様は、本発明の一態様を示したものであって、本発明は、前記し
た実施形態に限定されるものではなく、本発明の構成を備え、目的及び効果を達成できる
範囲内での変形や改良が、本発明の内容に含まれるものであることはいうまでもない。ま
た、本発明を実施する際における具体的な構造及び形状等は、本発明の目的及び効果を達
成できる範囲内において、他の構造や形状等としても問題はない。本発明は前記した各実
施形態に限定されるものではなく、本発明の目的を達成できる範囲での変形や改良は、本
発明に含まれるものである。
【００５５】
　例えば、液晶電気光学装置の構成については、図１ないし図３に示した液晶電気光学装
置１を例に挙げて説明したが、これには限定されず、偏光利用型の液晶電気光学装置であ
って、本発明の液晶材料組成物を備えた液晶層を有する液晶セルと、当該液晶セルの外側
の少なくとも一方に配設される偏光板を備えるものであれば、他の構成を採用しても問題
はない。
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　その他、本発明の実施の際の具体的な構造及び形状等は、本発明の目的を達成できる範
囲で他の構造等としてもよい。
【実施例】
【００５６】
　以下、実施例、比較例及び参考例に基づき本発明をさらに詳細に説明するが、本発明は
、これらに限定されるものではない。
【００５７】
　［参考例１～参考例６］
　多結晶チタン酸バリウム粒子（ＢａＴｉＯ３）粒子の調製：
　下記の方法を用いて、多結晶チタン酸バリウム粒子を、有機保護剤であるポリビニルピ
ロリドン（ＰＶＰ）の存在下（参考例１を除く）で液相合成を用いて調製した。
【００５８】
　なお、保護剤であるポリビニルピロリドン（ＰＶＰ）としては、ＰＶＰ　Ｋ９０（ＭＷ

≒３６０００、ｐＨ＝４．０～７．０）を使用し、かかるＰＶＰの添加量を、Ｒ値（ＰＶ
Ｐのモル量／バリウム化合物（酢酸バリウム）のモル量）で０（ＰＶＰを使用せず）、０
．２、０．４、０．６、０．８、及び１．０の６種類を採用し、順に参考例１、参考例２
、参考例３、参考例４、参考例５、及び参考例６とした。
【００５９】
（１）粉末状のチタン酸バリウムの調製：
　ビーカー中で酢酸バリウム（（ＣＨ３ＣＯ２）２Ｂａ）１２．９ｇ（０．０５０ｍｏｌ
）を１７Ｎの酢酸（ＣＨ３ＣＯＯＨ）４５ｍＬに溶解させた。混合溶媒（ＣＨ３ＯＨ／Ｃ
Ｈ３ＯＣ２Ｈ４ＯＨ＝６０／４０）を７０ｍＬと有機保護剤であるポリビニルピロリドン
（ＰＶＰ）（前記Ｒが０．２、０．４、０．６、０．８、１．０となるようなモル量。た
だし参考例１については加えず。）を加え２４時間攪拌してバリウム化合物水溶液とした
。これをグローブボックス内に持ち込み、チタンイソプロポキシド（Ｔｉ（Ｏ－ｉ－Ｃ３

Ｈ７）４）（０．０４８ｍｏｌ）をｎ－ヘプタン（ｎ－Ｃ７Ｈ１６）１０ｍＬに加えたチ
タン酸化合物水溶液をバリウム化合物水溶液の入ったビーカーに加え、－２０℃で３０分
間冷却混合した。なお、冷却混合を実施している間に水９ｇとエタノール９ｇの混合溶媒
を加えた。冷却混合後、ビーカーを密閉し、グローブボックス内から取り出した後、４８
時間密閉攪拌した。さらに６０℃に加熱して４８時間さらに撹拌し、１２０℃で４８時間
乾燥を行い、粉末状のチタン酸バリウム（乾燥粉末）を得た。
【００６０】
（２）仮焼成処理及び本焼成処理：
　（１）で得られた乾燥粉末を、電気炉を用いて４５０℃で６時間仮焼成処理した。仮焼
成後、仮焼成処理と同様な電気炉を用いて、焼成温度を６００℃、７００℃、８００℃、
９００℃の４種類の温度を用いて、それぞれ６時間本焼成処理を行い、焼成温度の異なる
４種類の多結晶チタン酸バリウム粒子を得た。
【００６１】
　参考例１～参考例６で得られたチタン酸バリウム粒子は、Ｘ線回折装置（ＸＲＤ／Ｒｉ
ｇａｋｕ　Ｇｅｉｇｅｒｆｌｅｘ　線源：ＣｕΚα　設定：４０ｋＶ　３０ｍＡ）を用い
てＸ線回折を測定した。参考例１～参考例６で得られたチタン酸バリウム粒子のＸ線回折
スペクトル（乾燥粉体、焼成温度が４５０℃（仮焼成）、６００℃、７００℃、８００℃
及び９００℃）を図４～図９に示す。図４～図９のＸＲＤチャートパターンより、参考例
１～参考例６で得られたチタン酸バリウム粒子はいずれも多結晶体であることが確認でき
た。
【００６２】
　また、参考例１～参考例６で得られた多結晶チタン酸バリウム粒子は、フィールドエミ
ッション型走査型電子顕微鏡（ＦＥ－ＳＥＭ）を用いて得られた写真から１００個を取り
出し、平均した値を求め、平均１次粒子径とした。参考例１（Ｒ＝０）の９００℃焼成に
おけるＦＥ－ＳＥＭ観察結果を図１０に、参考例２（Ｒ＝０．２）の９００℃焼成におけ
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るＦＥ－ＳＥＭ観察結果を図１１に、参考例５（Ｒ＝０．８）の９００℃焼成におけるＦ
Ｅ－ＳＥＭ観察結果を図１２に、参考例６（Ｒ＝１．０）の９００℃焼成におけるＦＥ－
ＳＥＭ観察結果を図１３に、それぞれ示す。
【００６３】
　参考例１（Ｒ＝０）については、図４に示したＸＲＤ結果より、乾燥粉末と仮焼成後は
全体的にアモルファスであったが、一部にＢａＣＯ３のピークが確認された。また、６０
０℃、７００℃、８００℃、及び９００℃で焼成したものについては、焼成温度を上げる
につれＢａＣＯ３のピークがだんだんと減少し、ＢａＴｉＯ３のピークが成長しているこ
とが確認された。７００℃、８００℃、及び９００℃で焼成したものについては、ピーク
サーチでは同定できなかった不純物ピークがみられた。ＦＥ－ＳＥＭ観察結果より、得ら
れた粒子は不定形であり、平均１次粒子径は１００ｎｍ以上であった。
【００６４】
　参考例２（Ｒ＝０．２）については、図５に示したＸＲＤ結果より、乾燥粉末と仮焼成
後はピークが明確ではないが、ＢａＣＯ３のピーク付近に山がみられた。また、６００℃
、７００℃、及び８００℃で焼成したものについては、参考例１（Ｒ＝０）と同様に、焼
成温度を上げるにつれＢａＣＯ３のピークが減少し、ＢａＴｉＯ３のピークが成長してい
るが、ＢａＣＯ３の強度は小さかった。８００℃、及び９００℃で焼成したものについて
は、参考例１（Ｒ＝０）とほぼ同様の不純物ピークがみられた。
【００６５】
　参考例３（Ｒ＝０．４）については、図６に示したＸＲＤ結果より、乾燥粉末と仮焼成
後はＢａＣＯ３のピークが見られ、仮焼成することによりそのピークは大きくなっていた
。６００～９００℃で焼成したものについては、Ｒ＝０．２の結果とほぼ同様であった。
【００６６】
　参考例４（Ｒ＝０．６）については、図７に示したＸＲＤ結果より、乾燥粉末と仮焼成
後は参考例２（Ｒ＝０．２）の結果とほぼ同様であった。また、６００、及び７００℃で
焼成したものについては参考例２（Ｒ＝０．２）及び参考例３（Ｒ＝０．４）とほぼ同様
であったが、８００℃で焼成したものは単相のＢａＴｉＯ３が得られたことが確認された
。なお、９００℃で焼成すると強度は低いが、不純物のピークが確認できた。
【００６７】
　参考例５（Ｒ＝０．８）については、図８に示したＸＲＤ結果より、乾燥粉末と仮焼成
後はＢａ２Ｔｉ９Ｏ２０が生成していることが確認された。また、６００℃、７００℃、
８００℃、及び９００℃で焼成したものは単相のＢａＴｉＯ３が得られたことが確認され
た。以上の結果より、ＰＶＰの添加量には最適値が存在することが考えられた。一方、Ｆ
Ｅ－ＳＥＭ観察結果より、得られた粒子（１次粒子）は、球形であり、また、平均１次粒
子径は１００ｎｍ以下であることが確認できた。
【００６８】
　参考例６（Ｒ＝１．０）については、図９に示したＸＲＤ結果より、乾燥粉末、仮焼成
（６００℃）～７００℃で焼成したものについては、ＢａＣＯ３のピークが見られた。同
時に、６００℃からＢａＴｉＯ３のピークが成長していることが確認された。また、８０
０℃、９００℃で焼成したものについては、単相のＢａＴｉＯ３が得られていることが確
認された。
【００６９】
　以上の結果より、有機保護剤であるＰＶＰを使用しない参考例１（Ｒ＝０）については
、乾燥粉末、仮焼成～７００℃で焼成したものについては、ＢａＣＯ３のピークが確認さ
れた。また、得られた粒子は不定形で平均１次粒子径は１００ｎｍ以上であった。一方、
ＰＶＰを使用した場合、特にＲ＝０．８の場合には、乾燥粉末、仮焼成後にＢａ２Ｔｉ９

Ｏ２０が生成していることが確認され、６００℃以上で焼成することにより単相のＢａＴ
ｉＯ３の単相が得られた。また、得られた粒子は、球形であった。平均１次粒子径はいず
れも１００ｎｍ以下であることが確認できた。
【００７０】
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　そして、Ｒ＝０～０．６（参考例１～参考例４）においてのＸＲＤ結果より、乾燥粉末
でＢａＣＯ３のピークがみられたことから、ＰＶＰの量が比較的少量であったため、保護
されなかったバリウムイオン（Ｂａ２＋）が大気中のＣＯ２と反応してＢａＣＯ３が生成
してしまったことが考えられる。これは、Ｒ＝０．８（参考例５）で単相のＢａＴｉＯ３

が得られたことから、ＰＶＰはバリウムイオン（Ｂａ２＋）をほぼ１／１の割合で保護し
ていると考えられる。また、乾燥粉末及び仮焼成後にＢａ欠損のＢａ２Ｔｉ９Ｏ２０が生
成していたことから、ＰＶＰはバリウムイオン（Ｂａ２＋）を保護していると考えられる
。
【００７１】
　［実施例１］
　ＴＮセルの作製：
　下記の方法を用いて、図１の液晶電気光学装置を構成する液晶セル（ＴＮセル）を作製
した。
【００７２】
（１）液晶材料組成物の調製：
　参考例５（Ｒ＝０．８）で得られた、平均１次粒子径が１００ｎｍ以下の多結晶チタン
酸バリウム粒子０．００１ｇを、ｎ－ヘプタン（ｎ－Ｃ７Ｈ１６）／オレイン酸の混合溶
媒（６．９３ｍＬ／０．０７ｍＬ）に加えて、超音波撹拌を１時間行って混合溶液を調製
した。この混合溶液に、液晶材料であるＭＯ－１６　ＯＣＢ液晶（Δｎ＝０．２５２）を
１．００４８ｇ添加し、さらに超音波撹拌を１時間行った。その後、６０℃の湯浴中で２
時間エバポレーションを行って混合溶媒を除去することにより、本発明の液晶材料組成物
を得た。
【００７３】
（２）ＴＮセルの作製：
　ホットプレートを１１０℃に加熱し、（１）で得られた液晶材料組成物を加熱処理した
後、図１に示す構成のＴＮモード型液晶セル（セルギャップ：５μｍ）に注入し、２５℃
に冷却した後、セルの注入口をアラルダイトで封止し、さらに、封止部に導電性テープを
付着して、ＴＮセルを得た。
【００７４】
　［試験例１］
　実施例１で得られたＴＮセルについて、下記の方法を用いて、駆動電圧(Ｖｔｈ)、最小
透過率（Ｔｍｉｎ）、コントラスト比、及び応答速度（立ち下がり時間、立ち上がり時間
）を測定した。なお、評価にあたっては、参考例５の多結晶チタン酸バリウム粒子を添加
しない以外は、前記した実施例１と同様な方法で作製したＴＮセルを比較例１として、比
較・評価した。測定におけるＴＮセルは実施例１、比較例１とも各３個作製し、その平均
を求めて結果とした。
【００７５】
　なお、作製したＴＮセルの実効駆動電圧は、瞬間マルチ測光システムＬＣＤ－５２００
（大塚電子（株）製）を用いて測定し、また、得られたＶ－Ｔ曲線より最小透過率Ｔｍｉ

ｎを求めた。コントラスト比は、最大透過率Ｔｍａｘを１００［％］として、Ｔｍａｘ／
Ｔｍｉｎとして求めた。一方、応答速度（透過率９０％から１０％までのライズタイム）
は、液晶電気光学装置に発振器（（株）東陽テクニカ製、ＢＩＯＭＡＴＩＯＮ－２４１１
Ｂ）を用いて、実効電圧が４Ｖ、周波数が１００Ｈｚのバースト波を印加して、これに応
答する透過光の出力を光検出器（浜松フォトニクス（株）製、ｍｏｄｅｌＣ３８３０）に
より計測し、これを二現象のデジタルオシロスコープ（横河電気（株）製、ＤＬ－１５４
０）に表示させて、バースト波駆動に対する応答波形を比較することにより算出した。Ｖ

９０、Ｖ１０はそれぞれ透過率が９０％、１０％に到達した時間（１０－３秒：ミリ秒）
であり、立ち下がり時間（いわゆるオフタイム）は透過率の落ち始めのＶ１０－Ｖ９０、
立ち上がり時間（いわゆるオンタイム）は透過率が回復するＶ９０－Ｖ１０より求めた。
実施例１のＶ－Ｔ曲線を図１４に、比較例１のＶ－Ｔ曲線を図１５に、実施例１の応答速
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度を図１６に、比較例１の応答速度を図１７にそれぞれ示す。また、駆動電圧(Ｖｔｈ)、
最小透過率（Ｔｍｉｎ）、コントラスト比の結果を表１に、応答速度の結果を表２にそれ
ぞれ示す。
【００７６】
　（駆動電圧(Ｖｔｈ)、最小透過率（Ｔｍｉｎ）、コントラスト比の結果）
【表１】

【００７７】
　（４Ｖにおける応答速度の結果）
【表２】

【００７８】
　図１４、図１５及び表１に示すように、実施例１は比較例１と比較して駆動電圧が３１
％減少（向上）し、コントラスト比は３４％向上した。また、図１６及び図１７及び表２
に示すように、実施例１は比較例１と比較して立ち下がり時間の応答速度は２５％、立ち
上がり時間の応答速度は５７％向上した。この結果からも、本発明の液晶材料組成物を液
晶材料に分散させた液晶層を備えたＴＮセルは、駆動電圧の低減化及び表示応答速度の高
速化が可能となり、電力消費量の低減を図ることができるため、電力消費量の低減を目的
とする液晶電気光学装置に最適であることが確認できた。
【産業上の利用可能性】
【００７９】
　本発明は、小型液晶ディスプレイ、大型液晶ディスプレイといった各種液晶ディスプレ
イ、液晶プロジェクタ（投写型液晶表示装置）の光学素子、光通信における光変調電気光
学部品等に使用される液晶材料組成物、液晶電気光学装置等として有利に使用することが
できる。
【符号の説明】
【００８０】
　　１　液晶電気光学装置
　１１　液晶セル
　１２１，１２２　偏光板
　１３１，１３２　透明基板
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　１４１，１４２　電極層
　１５１、１５２　配向層
　１６　多結晶チタン酸バリウム粒子が分散された液晶層

【図１】

【図２】

【図３】
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【図４】 【図５】

【図６】 【図７】
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【図８】 【図９】

【図１４】 【図１５】
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【図１６】 【図１７】
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【図１０】
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【図１１】
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【図１２】
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【図１３】

【手続補正書】
【提出日】平成24年5月11日(2012.5.11)
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００１】
　本発明は、多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法に関する。さらに詳しくは、電力消
費量の低減を図ることができる液晶材料組成物に用いられる多結晶チタン酸バリウム粒子
の製造方法に関する。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　本発明は、前記の課題に鑑みてなされたものであり、駆動電圧の低減化及び表示応答速
度の高速化が確実になされ、電力消費量の低減を図ることができる液晶材料組成物に用い
られる多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法を提供することにある。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
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【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１２
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１４】
　本発明の請求項１に係る多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法は、有機保護剤で保護
されたバリウム化合物とチタン化合物を撹拌混合して液相合成した後、焼成処理して結晶
化することを特徴とする。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　本発明の請求項２に係る多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法は、前記した請求項１
において、前記有機保護剤と前記バリウム化合物のモル量の比（有機保護剤のモル量／バ
リウム化合物のモル量＝Ｒ）が、Ｒ＝０．５～２．０であることを特徴とする。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１６】
　本発明の請求項３に係る多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法は、前記した請求項１
または請求項２において、前記有機保護剤が環状アミド構造を持つビニル系ポリマーであ
ることを特徴とする。
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１７
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１８
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１２】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１９
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２０
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２１】
　本発明の請求項１に係る多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法は、有機保護剤で保護
されたバリウム化合物とチタン化合物を撹拌混合して液相合成して、乾燥して得られた乾
燥粉体を焼成処理して結晶化するので、一般的な固相反応法を採用した場合と比較して低
温で焼成・焼結させることができるとともに、有機保護剤を用いることにより、平均１次
粒子径が１００ｎｍ以下の多結晶チタン酸バリウム粒子を簡便に得ることができる。
【手続補正１５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２２】
　本発明の請求項２に係る多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法は、有機保護剤とバリ
ウム化合物のモル量の比が特定範囲であるので、有機保護剤とバリウム化合物の量が適度
であり、バリウム化合物ないしは生成物である多結晶チタン酸バリウムを有機保護剤で確
実に保護することができ、析出した多結晶チタン酸バリウム粒子の分散性等も良好となり
、得られる多結晶チタン酸バリウム粒子の平均粒径を小さく、粒度分布も狭くすることが
できる。また、副生物の生成を抑えることもできる。
【手続補正１６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２３】
　本発明の請求項３に係る多結晶チタン酸バリウム粒子の製造方法は、有機保護剤として
環状アミド構造を持つビニル系ポリマーを採用するので、比較的弱い吸着力により、バリ
ウム化合物を被覆保護することにより、当該バリウム化合物を安定化させ、反応系内で容
易に分散させることができる。
【手続補正１７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２４
【補正方法】削除
【補正の内容】
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